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長野市公契約等基本条例

（目的）

第１条 この条例は、公契約等に関し、基本理念を定め、並びに市及び受注者等の責

務を明らかにすることにより、公契約等の公正性、競争性及び透明性を高め、市民

への良好な公共サービスの提供を確保するとともに、労働者等の労働環境の向上を

図り、もって地域経済の健全な発展及び市民が幸福で安心して暮らせる持続可能な

地域社会の実現に寄与することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。

(1) 公契約 本市が発注する工事の請負及び業務の委託の契約、本市が依頼する物

品の売買の契約その他の本市が発注し、及び依頼する契約の全て並びに地方自治

法（昭和22年法律第67号）第 244条の２第３項の規定による公の施設の管理に関

する協定をいう。

(2) 公契約等 公契約及び公契約に係る業務の一部を履行するための契約をいう。

(3) 市長等 市長及び上下水道事業管理者をいう。

(4) 受注者 本市と公契約を締結するものをいう。

(5) 下請負者等 次に掲げるものをいう。

ア 下請、再委託その他いかなる名称によるかを問わず、市以外のものから公契

約に係る業務の一部を請け負うもの又は受託するものをいう。

イ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律

（昭和60年法律第88号）の規定により、市以外のもののために公契約等に係る

業務に関し同法第２条第１号に規定する労働者派遣の役務を提供する者をい

う。

(6) 受注者等 受注者及び下請負者等をいう。

(7) 労働者等 受注者等との契約により、公契約等に係る業務に従事する者をい

う。

（基本理念）

第３条 公契約等は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。

(1) 公正性、競争性及び透明性の向上が図られること。

(2) 適正な履行及び品質（公契約等の履行に係る工程、成果等をいう。以下同

じ。）が確保されること。

(3) 市内の事業者に係る受注等の機会の確保が図られること。

(4) 労働者等の賃金その他の労働環境の向上が図られること。

(5) 地域において労働者等の確保及び育成が図られること。

(6) 環境の保全、人権への配慮その他の事業者の社会的価値の向上が図られるこ

と。

(7) 談合その他の不正行為の排除が徹底されること。

（市の責務）
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第４条 市は、市の財政状況に留意しつつ、次に掲げる施策その他前条の基本理念に

基づく必要な施策を講じなければならない。

(1) 公正性、競争性及び透明性の向上を図るため、適正な入札の実施及び契約の締

結をすること。

(2) 適正な履行及び品質を確保するため、適切な履行の期間を定めつつ、計画的に

公契約を発注し、及び依頼するとともに、適切な積算に基づき予定価格を設定す

ること。

(3) 市内の事業者に係る受注等の機会の確保を図るため、専門的な知識又は技術等

を有する事業者が市内に存しない場合その他特別の事情がある場合を除き、市内

の事業者に対する発注及び依頼に努めること。

（受注者等の責務）

第５条 受注者等は、法令を遵守するとともに、次に掲げる取組その他第３条の基本

理念に基づく必要な取組を行い、公契約等を適正に履行するよう努めなければなら

ない。

(1) 労働者等の賃金その他の労働環境の向上に努めること。

(2) 品質及び労働環境が向上するよう、適正な価格での入札に努めること。

(3) 下請負者等に市内の事業者を選定するよう努めること。

(4) 市内の事業者から資材を調達するよう努めること。

(5) 地域において労働者等を確保し、その育成に努めること。

(6) この条例の内容について、規則で定めるところにより、労働者等に対して周知

に努めること。

（受注者等と下請負者等との契約）

第６条 受注者等は、公契約に係る業務の一部を当該受注者等の下請負者等に履行さ

せるときは、当該下請負者等にこの条例の内容について説明し、その理解を得ると

ともに、各々の対等な立場における合意に基づいて適正に当該下請負者等との契約

を締結しなければならない。

２ 受注者は、公契約に係る業務の一部を下請負者等に履行させるときは、当該下請

負者等に必要な指導等を行い、当該下請負者等の労働者等の賃金その他の労働環境

の向上が図られるように努めなければならない。

（労働環境の報告）

第７条 受注者は、規則で定める公契約を締結するときは、規則で定めるところによ

り、当該公契約に係る労働環境について、市長等に報告しなければならない。

２ 前項に規定する公契約に係る業務の一部を履行する下請負者等は、規則で定める

ところにより、当該業務に係る労働環境について、受注者を通じて市長等に報告し

なければならない。

（労働者等からの申出等）

第８条 労働者等は、公契約等に係る労働環境が法令に違反している疑いがあるとき

は、規則で定めるところにより、その旨を市長等に申し出ることができる。

２ 市長等は、前項の規定による申出及び当該申出その他公契約等に係る労働環境に

係る相談を受け付けるための窓口を設置するものとする。



3

（不利益取扱いの禁止）

第９条 受注者等は、労働者等が前条第１項の規定による申出及び同条第２項に規定

する窓口に相談をしたことを理由として、当該労働者等に対して不利益な取扱いを

してはならない。

（報告の徴収及び関係機関への通報等）

第10条 市長等は、受注者等と当該受注者等の下請負者等との契約、第７条第１項及

び第２項の規定による報告（以下「労働環境報告」という。）の内容並びに第８条

第１項の規定による申出の内容（次項において「契約、報告及び申出の内容」とい

う。）を確認する必要があると認めるときは、受注者等に対して報告若しくは資料

の提出を求め、又は関係者に質問するものとする。

２ 市長等は、契約、報告及び申出の内容が法令に違反している疑いがあると認める

ときは、関係機関に通報するものとする。

（是正の求め）

第11条 市長等は、受注者等が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、当該

受注者等に対し、規則で定めるところにより、期限を定めて必要な措置を講ずるよ

う求めるものとする。

(1) 労働環境報告をせず、又は虚偽の労働環境報告をしたとき。

(2) 前条第１項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の報告

若しくは資料の提出をし、又は同項の規定による質問に対して答弁せず、若しく

は虚偽の答弁をしたとき。

(3) 労働環境報告の内容その他公契約等に係る労働環境について改善の必要な事項

があると市長等が認めるとき。

（是正の求めに係る報告等）

第12条 受注者等は、前条の規定による市長等の求め（以下「是正の求め」とい

う。）があったときは、速やかに必要な措置を講じ、規則で定めるところにより、

当該措置の内容について市長等に報告しなければならない。

（公表等）

第13条 市長等は、受注者等が正当な理由がなく是正の求めに応じないときは、規則

で定めるところにより、当該是正の求めに応じない受注者等に対して、一般競争入

札及び指名競争入札（随意契約を含む。）に参加する資格を有する者の指名を停止

し、又はその氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称及び代表者の

氏名並びに主たる事務所の所在地）並びに当該是正の求めの内容を公表することが

できる。

２ 市長等は、前項の規定による指名の停止又は公表をしようとするときは、あらか

じめ、是正の求めに係る受注者等に意見を述べる機会を与えなければならない。

（検証）

第14条 市長等は、公契約等に係る施策を効果的かつ円滑に行うため、毎年度、この

条例の施行の状況を検証するものとする。

２ 市長等は、前項の規定による検証において必要があると認めるときは、学識経験

のある者、事業者、関係団体の代表者等と市との協議の場を設けるものとする。
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（委任）

第15条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で

定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 第３条から第６条までの規定は、令和３年４月１日以後に行われる公告その他の

契約の申込みの誘引等に係る公契約について適用する。

３ 第７条から第13条までの規定は、令和３年10月１日以後に締結する公契約につい

て適用する。


